
 

 

 

発信日：2022 年 2 月 14 日 

 

情報通信103号の続報です。 

岸田首相は、2/12（午前）羽田空港で水際対策の現場を視察し入国制限の緩和に

ついて発言されています。新聞には、業所管省庁への申請手続きに関して簡素化

する調整がなされるとあります。 

具体的な情報が発表になりましたら、続報でお知らせ致します。 

 

今回のテーマ「国際的な人の往来再開に向けた段階的措置-続報⑮」について 

 

 

2022 年 2月 13日 日本経済新聞 朝刊 


